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○ 個人住民税は、広く住民が地域社会の費用を分担するもの。
○ 個人住民税には、市町村民税と道府県民税がある。
○ 納税義務者は、市町村（都道府県）に住所を有する個人である。

所得割

標準税率（年額）

市町村民税 3,500円

道府県民税 1,500円

（注） １．税収は、個人住民税、所得税（復興特別所得税を含む。）ともに令和元年度決算による。
２．納税義務者数は、個人住民税、所得税ともに「令和２年度市町村税課税状況等の調」による。
３．復興財源確保のための均等割の標準税率の引上げは、「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の

臨時特例に関する法律」（平成23年12月2日法律第118号）に基づく。

標準税率

市町村民税 ６％

道府県民税 ４％

税収 納税義務者数

個人住民税 約12兆5,200億円 約5,900万人

（参考）所得税 約19兆1,700億円 約5,500万人

税収 納税義務者数

個人住民税 約3,500億円 約6,400万人

均等割

株式等譲渡所得割

非課税限度額を上回る者に定額の負担を求めるもの

納税義務者（※）の所得金額に応じた税額の負担を求めるもの（一律１０％）
（※）非課税限度額の制度あり

税率５％ 税収 約3,000億円配当割利子割

個人住民税

平成18年度税制改正において、所
得税から個人住民税（所得割）への税
源移譲を実施（約3兆円。平成19年度
個人住民税から）
→５, 10, 13％の３段階から、

10％（市町村：６％、都道府県４％）
の比例税率へ移行

個人住民税の概要

※県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲により、指定都市に住所を有する者は、道府県民税２％・市民税８％となる。

※東日本大震災を教訓として、各地方団体が実施する防災施策に係る財源を
確保するため、平成26年度から令和5年度分の標準税率が引き上げられて
いる。
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・ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成26年法
律第51号）により、県費負担教職員の給与等の負担事務等が都道府県から指定都市へ移譲

県費負担教職員の給与負担事務が道府県から指定都市に移譲されることに対する財政措置として、道府県・指定都市
の双方にとって財政運営への影響を最小限とすること、すなわち財政中立を基本として、国が地方財政措置を検討し、
適切に講じることを前提として、道府県から指定都市に個人住民税所得割２％の税源移譲が行われることに合意する。
（中略）
また、事務及び税源の移譲時期については、平成29年度を目途に可能な限り早期に行われるよう、実務的な検討・準

備を進める。これを踏まえ、国において必要な法制上の措置等を講じられたい。

県費負担教職員制度の見直しに係るこれまでの経緯

財政措置のあり方に関する道府県・指定都市の合意（平成25年11月14日）

第二 平成26年度税制改正の具体的内容
Ⅱ 年末での決定事項
一 個人所得課税 ５ その他（地方税）<個人住民税>

(24) 県費負担教職員制度の見直しに係る財政措置として、個人住民税所得割２％の税源移譲について指定都市所在道府
県及び指定都市の間で合意されたことを踏まえ、県費負担教職員の給与負担事務の移譲とあわせて税源移譲を行うこ
ととし、具体的な措置の検討を行う。

平成２６年度 税制改正大綱（抄）（平成25年12月12日 自由民主党・公明党）

権 限 都道府県 指定都市

県費負担教職員の任命権 ○

県費負担教職員の給与等の負担 ○

第４次分権一括法による事務移譲

・ 事務移譲は、平成29年４月１日に施行（※）

（※）本年８月３日に施行日政令が公布
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県費負担教職員制度の見直しに係る税源移譲に関する地方団体の意見

指定都市市長会 ： 平成29年度税制改正要望事項（平成28年10月）

県費負担教職員の給与負担事務の移譲と併せて個人住民税所得割２％の税源移譲を行うこと。

また、税源移譲が平年度化するまでの間、移譲されるべき税源に不足が生じないよう、地方税制上の措置を講

ずること。
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第二 平成29年度税制改正の具体的内容

一 個人所得課税

６ その他

（地方税）

〈個人住民税〉

（8）県費負担教職員に係る給与負担事務の移譲に伴う指定都市所在道府県から指定都市への税源移譲

① 個人住民税所得割の標準税率等

イ 指定都市に住所を有する者について、個人住民税所得割の標準税率を次のように改める。

ロ 指定都市に住所を有する者について、分離課税等に係る指定都市所在道府県分と指定都市分の税率割合（上場株式等に係る配当所得等の分
離課税の税率等）及び税額控除の割合（寄附金税額控除の控除割合等）等を、原則として、税源移譲後の道府県民税（２％）と市民税
（８％）の割合に合わせて改める。

（注）上記イ及びロの改正は、平成30年度分以後の個人住民税について適用する。

ハ 平成30年度分個人住民税から税率が変更されるまでの経過措置として、平成29年度の収入となる個人住民税（退職所得の分離課税に係る所
得割を除く。）並びに平成30年度の収入となる個人住民税のうち給与所得に係る特別徴収の方法によって徴収されるもので、平成30年４月及
び５月に支払われる給与等に係るものについて、指定都市所在道府県から指定都市へ税源移譲相当額を交付する。

② 退職所得の分離課税に係る所得割の税率に関する特例等

イ 退職所得の分離課税に係る所得割の税率については、①にかかわらず、当分の間、現行どおりとする。

ロ 指定都市に住所を有する者に係る道府県民税の税率２％相当分を、指定都市所在道府県から指定都市へ交付する。

（注）交付金の対象は、平成29年４月１日以後に納期限の到来する退職所得の分離課税に係る所得割とする。

③ 個人の道府県民税に係る徴収金の指定都市所在道府県への払込みに関する経過措置

平成29年度以前に課した個人の道府県民税に係る徴収金を指定都市が指定都市所在道府県に払い込む際のあん分率について、平成30年４月から
平成35年３月までの各月において指定都市が指定都市所在道府県に払い込む場合に限り、平成30年３月31日現在によって算定した平成29年度の収
入額となるべき個人の道府県民税の課税額の合計額と同年度の収入額となるべき個人の市民税の課税額の合計額の割合によって算定する経過措置
を講ずる。

④ その他所要の措置を講ずる。

平成29年度与党税制改正大綱

現 行 改 正 案

道府県民税 ４％ ２％

市民税 ６％ ８％
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県費負担教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う試算
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○ 指定都市に住所を有する者の個人住民税所得割の標準税率について、道府県民税は２％（改正前４％）、
市民税は８％（改正前６％）とする。
また、分離課税（退職所得の分離課税を除く。）に係る税率や税額控除の割合等も、原則として、この割

合に合わせて改める。

○ 新税率の適用開始時期は、指定都市の税務システムの改修（所得情報等の提供に係るシステム改修を含む。）

や関係機関への周知に要する期間等を踏まえ、平成30年度分個人住民税からとする。

○ 平成30年度分の個人住民税から税率が変更されるまでの経過措置として、地方税法上の交付金を創設し、
平成29年度及び平成30年度（※）の収入となる個人住民税所得割のうち税率２％相当分を指定都市所在道府県
から指定都市へ交付する。

（※）給与所得に係る特別徴収の方法によって徴収されるもので、平成30年４月及び５月の給与等に係るもの

○ 退職所得の分離課税に係る所得割については、特別徴収義務者の事務負担を踏まえ、当分の間、税率変更
をせず、地方税法上の交付金を創設し、退職所得に係る税率２％相当分を指定都市所在道府県から指定都市
へ交付する。

・ 平成26年度税制改正大綱において、事務移譲にあわせて、個人住民税所得割の税率２％相当分を税源移譲す
ることとされている。

県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲

権 限 都道府県 指定都市

県費負担教職員の任命権 ○

県費負担教職員の給与等の負担 ○

・ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図
るための関係法律の整備に関する法律（平成26年法律第51
号）により、県費負担教職員の給与等の負担事務等が都道
府県から指定都市へ移譲（平成29年４月１日施行）

退職所得の分離課税に係る所得割の取扱い

税率の変更と新税率適用開始の時期等

税源移譲の経緯
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「市町村民税所得割額」を利用している福祉・教育制度等に係る対応

② 県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲

ウ 「市町村民税所得割額」を利用している福祉・教育制度等に係る対応

税源移譲後、各地方団体における「市町村民税所得割額」を給付の受給要件や利用者負担の決定等の基準として利用する福祉・教育制
度等においては、指定都市と他の市町村で適用される税率が異なることとなることから、例えば、１月１日現在、指定都市に住所を有して
いた者が、転居等により指定都市以外の市町村で各制度を利用する場合、従前より当該市町村に住所を有している者と比較して、不公平
な取扱いとならないよう、関係省庁における対応を踏まえ、社会福祉部局等と連携して条例等の改正や実務面での準備等の対応が必要と
なること。

また、各地方団体において独自に実施している制度においても、「市町村民税所得割額」を利用している場合は、社会福祉部局等と連携
して、同様の対応を行うとともに、「市町村民税所得割額」とは異なる基準への変更について検討されたいこと。

「平成２９年度地方税制改正・地方税務行政の運営に当たっての留意事項等について」（平成29年1月23日付事務連絡）

A市（指定都市） B市（一般市）

＜市町村民税所得割：８％＞

B市役所
（社会福祉部局等）

＜市町村民税所得割：８％＞

＜市町村民税所得割：６％＞＜市町村民税所得割：８％＞

C県庁
（社会福祉部局等）

転居（1月2日以降）

各
種
給
付
の
申
請

C県

＜イメージ＞

各種給付の申請
＜指定都市の税務部局のおける対応＞

○ 税源移譲前の税率を用いて計算した
市民税所得割額等の提供に係る準備

※ 指定都市の税務部局において、当分の間、税
源移譲前の税率を用いて計算した市民税所得
割額等を情報提供ネットワークシステム及び課税
証明書により提供。

＜都道府県・市町村の社会福祉部局等における対応＞

○ 条例等の改正
○ 実務面での準備
○ 各地方団体において独自に実施している制度について、

「市町村民税所得割額」とは異なる基準への変更を検討 7
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